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主 文 

１ 原判決中控訴人らに関する部分を取り消す。 

２ 奈良県知事が令和５年２月２４日付けで参加人に対してした林地開発

行為の変更申請に対する許可処分（奈良県指令森と人第４４号の８）を

取り消す。 10 

３ 訴訟費用（訴訟参加によって生じた費用を除く。）中当審において

生じた部分及び原審において控訴人らと被控訴人の間に生じた部分は全

て被控訴人の負担とし、訴訟参加によって生じた費用中当審において生

じた部分及び原審において控訴人らと参加人の間に生じた部分は全て参

加人の負担とする。 15 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

 主文同旨 

第２ 事案の概要等（以下、略称は、当裁判所において新たに定めるもののほかは、

原判決の定めによる。） 20 

１ 事案の概要 

本件は、参加人が奈良県知事から森林法（以下「法」という。）１０条の２

による林地開発行為の変更申請に対する許可処分を受けて同県生駒郡平群町に

おいて大規模太陽光発電所（いわゆるメガソーラー）を建設中であるところ、

その開発対象区域の下流域に居住する控訴人らが、被控訴人に対し、上記許可25 

処分の取消しを求めた事案である。 

令和７年（行コ）第４４号 平群町メガソーラー林地開発許可処分取消請

求控訴事件 

令和８年６月１８日 大阪高等裁判所第９民事部判決  
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原審は、控訴人らを含む原審原告らの請求をいずれも棄却する旨の判決をし、

控訴人らが控訴した。 

２ 関係法令等の定め及び前提事実は、後記３のとおり補正するほかは、原判決

の「事実及び理由」の「第２ 事案の概要」の１及び２（原判決１頁１８行目

から同９頁１３行目まで）のとおりであるから、これを引用する。ただし、5 

「別紙」を「原判決別紙」と読み替える。 

  なお、法令等により用語が異なることがあるが、本判決本文においては便宜

上これを統一することとし、「洪水調整池」「防災調整池」「調整池」はいず

れも「洪水調整池」と、「洪水調節容量」「調節容量」「必要調節容量」「必

要容量」はいずれも「洪水調節容量」とそれぞれ呼称する（その他、「比流量」10 

と「放流比流量」については、当事者の主張等によれば本件では厳密な区別が

されていないと解されるので、便宜上これを統一することとし、「放流比流量」

と呼称する。）。 

３ 原判決の補正 

 (1) 原判決２頁４行目の「令和４年政令第３１３号」を「令和４年９月２２15 

日政令第３１３号」に改める。 

(2) 同５頁６行目の「以下「手引き」という。」の次に「なお、その後改訂

されているが（令和６年度改訂版、甲１１９）、以下「手引き」というとき

は、特に断らない限り令和２年度改訂版をいう。」を加え、７行目末尾の次

に改行の上、次のとおり加える。 20 

 「 手引き第３章の「７ 洪水調節池等の設置」は、要旨、以下のとおり定

めている（乙５９）。 

   「 下流の流下能力を超える水量が排水されることにより災害が発生す

るおそれがある場合には、洪水調整池の設置その他の措置が適切に講じ

られていること。 25 

   (1) 洪水調節容量は、下流における流下能力を考慮の上、３０年確率
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で想定される雨量強度における開発中及び開発後のピーク流量を開

発前のピーク流量以下にまで調節できるものであること。「下流に

おける流下能力を考慮の上」とは、開発行為の施行前において既に

３年確率で想定される雨量強度におけるピーク流量が下流における

流下能力を超えるか否かを調査の上、必要があれば、この超える流5 

量も調節できる容量とすることとする（前段は上記(2)イ「運用細則」

(ｱ)前段と、後段は同ウ「８２号通知」(ｱ)とそれぞれ同旨）。 

   （(2) 省略） 

   (3) 洪水調節の方式は、原則として自然放流方式であること 

    なお、洪水調整池の設置は、原則として県土マネジメント部河川課の10 

指導によるほか下記の基準によること。 

    ① 「防災調整池等技術基準（案）」（昭和６２年３月住宅・都市整

備公団、地域振興整備公団、日本河川協会）（以下「恒久施設基準」

という。） 

    ② 「大規模宅地開発に伴う調整池技術基準（案）」（昭和６２年３15 

月住宅・都市整備公団、地域振興整備公団、日本河川協会）（以下

「暫定施設基準」という。）」 

   恒久施設基準は、宅地開発等に伴い、恒久的な施設として、堤高の低い

ダムによる洪水調整池を築造する場合の基準であり（同１条）、同条の解説

部分では、河川上流域における宅地化等に伴い、河川流域の流出機構が変化20 

し、当該河川の流量を著しく増加させる場合に、下流河川改修に代わって洪

水を調節する手段として低いダム式の洪水調整池を設ける場合の一般的かつ

基本的な規定を示すものであるとされている。そして、計画対象降雨につい

て、「年超過確率１/５０（５０年確率降雨）の降雨強度～継続時間曲線を

用いて後方集中型の降雨波形を作成して用いる、使用する降雨継続時間は、25 

実際に洪水調節数値計算を行って最大の洪水調節容量を与えるものを用い
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る。」とし（同９条及びその解説部分）、同条の解説部分では、洪水調整池

の趣旨はほぼ河川の代替物を意図したものであり、処理対象洪水も河川が対

象とするものと同等のものでなければならず、その意味からも年超過確率１

/５０、後方集中型波形を選んだとするほか（甲７７・１２頁）、降雨継続

時間としては、下流許容放流量Ｑが相当に大きければ（例えば、その放流比5 

流量ｑ＝Ｑ/Ａ（洪水調整池の集水面積）＞２～３㎥/ｓ/㎢（＝０．０２～

０．０３㎥/ｓ/ha））、２４時間程度のもので一般に十分であるが、Ｑが非

常に小さい場合は総降雨量つまり継続時間の増加とともに洪水調節容量は増

加を続けるため、本条のように規定したとしている。（甲７７） 

  また、恒久施設基準の解説の補足と計算例によると、計画降雨波形は、10 

後方集中型のほか、中央集中型を用いて計画された実例があるところ、ある

洪水調整池における中央集中型降雨波形による洪水調節容量に対する後方集

中型降雨波形による洪水調節容量の増加率を計算してみると最大で１１％で

あり、このため計画の安全性を考えて後方集中型を採用したとしている。

（甲７８・１１３頁） 15 

  他方、暫定施設基準は、大規模な宅地開発に伴い、ダムによる洪水調整池

を築造する場合で、洪水調整池の存置を暫定的な期間にわたるものとする場

合の基準であり（同１条）、同条の解説部分では、この基準を設けたのは、

一般に宅地開発に伴って築造されている洪水調整池は、開発区域下流の河川

が未改修のためである場合が多く、下流の河川改修が完了すれば、洪水調整20 

池を宅地に改造する例が多いためであるとし、河川改修の恒久的代替手段と

して洪水調整池を設ける場合には、この基準とはおのずから異なった観点に

立つ必要があるとしており、洪水調整池を存置する暫定期間としては、ほぼ

１０年程度の期間を想定したとしている。また、計画対象降雨について、

「降雨強度～継続時間曲線によって求めるものとする。」としており（同８25 

条）、同条の解説部分では「降雨波形については、この問題を直接しかも完
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全に解決するような理論波形はまだないが、最近用いられだした中央および

後方集中型降雨波形は同じ確率降雨波形群中、確率理論的に考えられるもっ

とも高い集中度を示す波形であることから、中央および後方集中型降雨波形

のうちいずれかを採用すればよいこととした。また、降雨波形の継続時間は

２４時間を標準とする。」としている。（甲８８）」 5 

(3) 同５頁９行目の「旧・河川課」を「旧・土木部河川課、以下、新旧を問

わず単に「河川課」という。」に改め、１６行目末尾の次に改行の上、次の

とおり加える。 

 「(5) ゴルフ場基準 

    ゴルフ場基準（乙２）は、大規模な宅地造成やゴルフ場の開発が増加10 

していたことを背景に、昭和４８年に作成され（乙４６・８頁。平成２

年５月改訂されている。）、宅地及びゴルフ場等の造成に付随して暫定

的に設置する高さ１５ｍ未満の洪水調整池の設計について一般の基準を

示すものである。 

市街化調整区域の宅地造成及びゴルフ場開発の対象とする洪水規模は15 

５０年確率降雨とし、（開発対象区域における）洪水調整池が１個の場

合、洪水調節容量（Ｖ）は、奈良地方気象台の資料により求めた対応す

る確率降雨強度曲線（式）又は奈良県計画比流量表を用い（降雨波形は

前方集中型となる（乙２の１９頁ないし２３頁参照））、想定する降雨

継続時間を１０時間、総雨量を１４７mm とし、１時間から１０時間ま20 

での各時間の雨量について、所定の式により算定し、Ｖの値が最大とな

る容量を求めるとしている。最大放流可能量は、調整池下流の水路及び

河川の基準地点における現況流下能力より所定の式で求めるとしている。 

また、ゴルフ場基準は、確率降雨強度曲線（式）については、「奈良

地方気象台資料により求めた確率降雨強度式」として「３．５確率降雨25 

強度式」の表を掲げた上で、３０年確率及び５０年確率強度のそれぞれ



 6 

について、１時間から１０時間までの降雨強度並びに総雨量（降雨継続

時間の早い時間帯ほど降雨強度が強いほか、降雨継続時間が長くなるの

に応じて総雨量が増加している。）の表を掲げている。 

  (6) 大和川基準 

    大和川基準（甲２０）は、平成３０年３月、後記(7)の「大和川流域5 

における総合治水の推進に関する条例」が公布されたことなどから、今

後、大和川流域の総合治水対策の一環として設置される洪水調整池の計

画・設計についての一般原則を示すものとして設けられたものであり、

同１－３節は、洪水調整池設置の基本方針として、特定開発行為に伴う

流出増を開発前の流量にまで調節することを基本とするとしている。 10 

    同２－３節は、計画対象降雨を３０年確率降雨（市街化調整区域に

あっては５０年確率降雨）及び昭和５７年８月降雨（なお、昭和５７年

８月降雨とは、実績降雨により奈良県の大和川流域全体の流域平均降雨

波形を求めたものである。）とし、３０年（５０年）確率降雨は同基準

の表２－２の奈良県確率降雨強度式（昭和５７年８月降雨は（２－４）15 

式）を用いて中央集中型降雨波形を作成し、降雨継続時間は２４時間を

標準とすることを定めている。なお、図２－１「ハイエトグラフのつく

り方」として、降雨強度曲線が縦軸に降雨強度、横軸に降雨継続時間を

取って降雨強度曲線が作図され、縦軸に雨量、横軸に時間を取って中央

集中型降雨波形が作図されている。 20 

そして、同２－５節は、洪水調整池について、同２－３節に示す計

画対象降雨の全てに対し、同２－４節に示す方法により算定した計画

ハイドログラフを調節し、その下流への放流量が開発前のピーク流量

を上回らないように設計しなければならないとし、また、開発前の

ピーク流量は、当該開発対象地の開発前の洪水到達時間、流出係数等25 

を考慮し、同２－４節に示すように合理式により算定するものとする。
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同節では、上記合理式は以下のとおりとされている。 

   Ｑ＝１/３６０ｆ・ｒ・Ａ 

   ここに、Ｑ：ピーク流量（㎥/ｓ） 

       ｆ：流出係数 

       ｒ：洪水到達時間 tc 内の平均降雨強度（mm/hr） 5 

       Ａ：集水面積（ha） 

同２－１節は、合理式に用いる洪水到達時間は、等流流速法、土研

式及び角屋式により算出し、妥当なものを用いるとしている。なお、

前二者は、流路延長（ｍ）や河道延長（ｍ）を用いることになってい

るのに対し、角屋式は以下のとおりとされており、現地の実測データ10 

は必要とされていない。 

   tp＝Ｃ・re（有効降雨強度）⁻０．３５×Ａ０．２２ 

     ここに、tp：洪水到達時間（分） 

       Ｃ：流域の土地利用状態等で定まる定数（開発前は

１８０、開発後は６０とする） 15 

       re：有効降雨強度（mm/hr：降雨強度と流出係数（同

２-２節により開発前は０．６、開発後は０．９）

との積として算出する。） 

       Ａ：流域面積（km²） 

同２-６節は、洪水調整池の洪水調節容量の算定について、洪水調整20 

池は、計画対象降雨の全てに対して開発後における洪水のピーク流量

の値を調整池下流への許容放流量にまで調節するために必要な容量を

持たなければならないとした上で、要旨、以下のとおり定めている。 

   ア 洪水調節容量は、図２－５の流出流入ハイドログラフをＡＢＣＥ、

洪水調整池放流管からの流出量をＡＧＣＤＨ、下流許容放流量をＣＦ25 

とした場合、面積ＡＢＣＧＡの部分に相当する。この算出には、原則
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として放流管の条件を種々に変化させ、洪水調節計算を行い、洪水調

節容量を求めなければならない。 

   イ 洪水調節計算は流入量Ｉと流出量Ｏとの差が調整池の水平に貯留す

るものとして連続の式を用いるが、その基本式は（２－６）式のとお

りであり、数値計算は（２－６）式の中央差分をとった（２－７）式5 

によって行う。 

    一方、洪水調整池からの流入量（流出量の誤記と推認される。）Ｏ

となる放流管呑口（オリフィス）からの放流量は、（２－８）式に示

す流量公式によって計算する。 

    即ち、洪水調節計算は、この流量公式と連続式（２－７）式を連立10 

に解く逐次計算となる。以上述べた洪水調節計算の手順が、図２－７

に示すフローチャートである。 

（ここまでの洪水調整池の洪水調節容量の算出方法を、以下「厳密計

算法」という。）。 

  ウ ３０年確率降雨と昭和５７年８月降雨の両方に対し、ピーク流量が15 

それぞれの開発前のピーク流量を上回らないよう設計する場合、同２

-５節に示すように放流管を２段式にすると、最大貯留量は開発対象

地の単位１ha 当たり 

    Ｖ／Ａ＝５３０㎡／ha 

   となることが確かめられている。 20 

    したがって、通常の場合、洪水調整池の洪水調節容量はこの値を用

いてよい。 

    なお、確率年を５０年とした場合は、この値は 

    Ｖ／Ａ＝５８５㎡／ha 

   となるので、市街化調整区域内ではこの値を用いるものとする。 25 

（上記記載（甲２０・１７頁）の下部に「図２－８ 設計放流量と洪
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水調節流量」が記載され、そのうちの【５０年確率（市街化調整区域

内）】には、上下段の放流管（オリフィス）からの放流比流量の合計

が「Ｑ/Ａ＝０．１㎥/s/ha」と記載されている。）。」 

(4) 同５頁１７行目の「(5)」を「(7)」に改め、１９行目の「改正前のも

の。」の次に「なお、同条例第１０号は、令和４年７月８日に公布と同時に5 

施行するとされているが、経過措置として、同条例施行の際、現にこの条例

による改正前の大和川流域における総合治水の推進に関する条例９条１項の

規定による届出を行っている特定開発行為に係る同条２項の規定による洪水

調整池等の設置及び同１０条の規定による監督処分については、なお従前の

例によるとされている。」を加える。 10 

(5) 同６頁１８行目の「開発区域の」の次に「約３００メートル以内の」を

加え、２４行目の「第４４号の８」を「第４４号の２」に改める。 

(6) 同７頁８行目の「当庁」を「奈良地方裁判所」に改める。 

(7) 同７頁２５行目の「５２、」の次に「５６、」を加える。 

(8) 同８頁１０行目の「各調整池」を「１号洪水調整池ないし３号洪水調整15 

池」に改める。 

(9) 同９頁８行目末尾の次に改行の上、次のとおり加える。 

  「 被控訴人が本件許可処分に当たり実際に行ったとする審査方法の概要

（大和川基準による審査方法は、被控訴人による同基準の解釈を前提と

するものである。）は、以下のとおりである（乙４６、４９ないし５20 

２）。 

   (ｱ) 手引きにおいては、「原則として河川課の指導」によるとされて

おり、被控訴人は、この文言は大和川条例の審査基準によることを意

味すると解しているところ、大和川条例においては、大和川流域にお

ける５ｈａ以上の特定開発行為に対し、ゴルフ場基準と大和川基準の25 

「２つを適用し、厳しい方の放流比流量、洪水調節容量を採用する」
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とされている（上記１(4)）。 

   (ｲ) 大和川基準は、下流の河川の流下能力にかかわらず、開発等に伴

う流出増を開発前の流量にまで洪水を調節する基準であり、放流比流

量は０．１（㎥/s/ha）との定数を、洪水調節容量は単位面積当たり

の最大貯留量５８５㎥/ha との定数を用いて算出する（以下「定数法」5 

という。）。 

本件各洪水調整池の開発前の放流比流量（ｑ）は、以下の計算式に

よって算出する（乙４６の２０頁）。 

  ｑ＝Ｑ（開発前の流量）/Ａ（開発面積） 

   ＝１／３６０・ｆ・ｒ 10 

   ここにｆ＝０．６（開発前の平均流出係数） 

      ｒ＝６３０７／（ｔ＋３０．７５）（開発前の洪水到

達時間内の平均降雨強度） 

なお、ｔ（洪水到達時間）については角屋式で

算出する（乙５３ないし５６、弁論の全趣旨）。 15 

上記の方法によると、本件各洪水調整池の開発前の放流比流量は、

１号洪水調整池及び２号洪水調整池がいずれも０．１９６㎥/s/ha、

３号洪水調整池が０．２１６㎥/s/ha、４号洪水調整池が０．２０３

㎥/s/ha であり、０．１㎥/s/ha を上回るため、定数法による審査を

した。 20 

     (ｳ) ゴルフ場基準は、下流河川の流下能力を上回らないように洪水を

調節するための基準であり、下流の放流比流量は下流狭窄部（ネック

ポイント。以下「ネックポイント」という。）の流下能力から算定す

る。同流下能力は、当該ネックポイントの調査結果から流速×断面積

で算出している。 25 

１号及び２号洪水調整池のネックポイントであるＫ－８の放流比流
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量は０．０２４㎥/s/ha であり、３号及び４号洪水調整池のネックポ

イントであるＫ－１２の放流比流量は０．０４３㎥/s/ha である。こ

れらと大和川基準（定数法）における放流比流量０．１㎥/s/ha を比

較すると、より厳しいのはゴルフ場基準による放流比流量となる。ま

た、各基準によって求めた洪水調節容量を比較すると、大和川基準5 

（定数法）では、１号洪水調整池が５０９８㎥、２号洪水調整池が５

０１６㎥、３号洪水調整池が３５３６㎥、４号洪水調整池が６０２７

㎥であるのに対し、ゴルフ場基準では、１号洪水調整池が７９０５．

９㎥、２号洪水調整池が１０１２８．４㎥、３号洪水調整池が５８１

８．５㎥、４号洪水調整池が１０３３１．５㎥であり、こちらも厳し10 

いのはゴルフ場基準によるものとなる。 

そこで、本件においては、放流比流量、洪水調節容量ともゴルフ場

基準を採用して本件各洪水調整池についての審査を行った。 

処分行政庁がした具体的なゴルフ場基準による審査（同審査により

許可された本件変更申請）の概要は、以下のとおりである。 15 

すなわち、本件各洪水調整池の許容放流量については、いずれも上

記各ネックポイントの放流比流量が、昭和５７年実績降雨時及び５０

年確率降雨時の放流比流量を下回るため、上記各ネックポイントの放

流比流量をもって許容放流比流量とした。それに基づいて５０年確率

降雨時における許容放流量を算出したところ、それが昭和５７年実績20 

降雨時の基準値を下回るため、放流管（オリフィス）は１段とし（２

段目（上段）の放流管を設けない。）、これを前提に、本件各洪水調

整池の洪水調節容量を、降雨強度を５０年確率降雨、降雨波形を前方

集中型、降雨継続時間を１０時間として、本件各洪水調整池の洪水調

節容量を算定したところ、上記各洪水調節容量が得られたというもの25 

であった。（乙５３ないし５６） 
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     (ｴ) 以上のほか、被控訴人は、「手引き」による審査も行ったとして

おり、その概要は以下のとおりである。 

       すなわち、まず、本件各洪水調整池からの許容放流量を、下流狭窄

部（ネックポイント）における流下能力や、３０年、３年及びｎ年確

率における確率降雨により算出した上で、本件各洪水調整池の洪水調5 

節容量を算出することになるものの、上記許容放流量から洪水調節容

量を算出するための具体的な算定式等は手引きに定めがなく、林野庁

通知でも示されていないため、ゴルフ場基準の容量計算式を用いるこ

ととし、降雨波形は前方集中型、降雨継続時間は１０時間とした（乙

２、乙４６・１４頁、乙４９ないし５２添付の【平群メガソーラー１10 

号調整池容量計算（確率年：３０）】ないし【平群メガソーラー４号

調整池容量計算（確率年：３）】、弁論の全趣旨）。そして、本件各

洪水調整池の放流管を（上記(ｳ)の本件変更申請のものとは異なり）

２段式のものと仮定し、まず３年及びｎ年確率降雨での許容放流量を

１段目（下段）の放流管から放流することとして降雨継続時間１０時15 

間までの洪水調節容量を求め（１号調整池の場合、２９０４㎥）、こ

れを超える３０年確率降雨の場合には２段目（上段）の放流管からも

放流することとし、その場合の降雨継続時間１０時間までの洪水調節

容量を求めた。その結果、本件各洪水調整池の洪水調節容量は、１号

洪水調整池が３２３１．５８㎥、２号洪水調整池が４１０７．２７㎥、20 

３号洪水調整池が２６１９．３７㎥、４号洪水調整池が４２８０．８

１㎥となり、いずれもゴルフ場基準による洪水調節容量を下回るとい

うものであった。（乙４６ないし５２、弁論の全趣旨（被控訴人準備

書面(2)第３の１及び２））」 

(10) 同９頁１０行目の「当庁」及び１２行目の「当裁判所」をいずれも「奈25 

良地方裁判所」に改める。 
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 ４ 主たる争点 

本件の争点は、本件許可処分の違法性であり、その主たる争点は、本件許可

処分に係る本件各洪水調整池の洪水調節容量（計画容量）が法１０条の２第２

項（１号及び１号の２）の要件に係る審査基準に適合したとする処分行政庁の

審査の当否である。補足すれば、処分行政庁は、本件許可処分に当たり、ゴル5 

フ場基準と大和川基準の２つを適用し、厳しい方の放流比流量、洪水調節容量

を採用することを前提に、大和川基準（そのうち定数法）とゴルフ場基準のそ

れぞれにより本件各洪水調整池の放流比流量及び洪水調節容量を算定し、いず

れの数値もゴルフ場基準が厳格であることから、ゴルフ場基準によって審査し、

本件各洪水調整池の計画容量は、同基準により算定される洪水調節容量を上10 

回ったとした上で、これは被控訴人が行ったとする手引による審査（以下「手

引き審査」という。）による洪水調節容量も上回ったと主張している。そこで、

具体的な争点は、以下の各点となるが、このうちまず検討すべきものは、被控

訴人が最終的に採用したゴルフ場基準による審査の当否と考えられる。 

  (1) ゴルフ場基準による審査の当否 15 

  (2)  大和川基準による審査（定数法による審査）の当否 

(3) 手引き審査の当否 

 ５ 主たる争点に対する当事者の主張 

  (1) 争点(1)（ゴルフ場基準による審査の当否）について 

 ア 控訴人らの主張 20 

   手引きは、「洪水調整池の設置は、原則として県土マネジメント部河川

課の指導によるほか下記の基準による」とした上で、恒久施設基準と暫定

施設基準を掲げるところ、いずれの基準も降雨継続時間を２４時間とし、

降雨波形も後方集中型を採用すべきであるとしており（補正の上引用する

原判決の「事実及び理由」の第２「事案の概要」の１(3)（上記第２の３25 

(2)）による補正後）、降雨継続時間を１０時間とするのでは不足してい
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ることが明らかである。例えば、ゴルフ場基準の容量計算式に５０年確率

降雨を２４時間継続させた場合の数値を代入すると、１号洪水調整池の洪

水調節容量は９５６０．４７㎥（１１時間継続すると８１０２．１８㎥、

１９時間１０分間継続すると９１９５．５０４㎥）となり、許可された計

画容量７９２２．７㎥を大きく上回ることになる。 5 

 また、本件各洪水調整池周辺の降雨に関するデータによれば、１日降水量

が１４７mm を超えることが近隣の生駒山観測所で５回、奈良観測所で１０回

ある。そうであるにもかかわらず、降雨継続時間を１０時間、総降水量を１

４７mm として洪水調節容量を算定するゴルフ場基準を充たしているというだ

けでは、本件各洪水調整池自体から溢水し大水害を招くことになる。また、10 

令和４年版「国土交通白書」では「１日の降水量が２００mm 以上の大雨を観

測した日数は、１９０１年以降の最初の３０年と直近の３０年を比較すると

約１．７倍に増加している。」とされ、昨今の豪雨の事例をみても降雨継続

時間は２０時間以上となっているから、この点でも降雨継続時間を１０時間

とするのでは不足しており、平成２年以来、３５年間改訂されていないゴル15 

フ場基準は、現代の科学技術水準に照らし明らかに不合理である。 

 なお、控訴人らの容量計算によれば、本件各洪水調整池の計画容量は、

少なくとも２０％程度拡大する必要があるが、そのために必要な面積は開

発対象地全体の０．４％程度にすぎない。 

 イ 被控訴人の主張 20 

   確かに、恒久施設基準には必要な降雨継続時間を２４時間以上とする旨

の記載があるが、暫定施設基準ではこれを２４時間を「標準とする」とし

ているにすぎないし、兵庫県のようにこれを６時間としている例もある。

そもそも降雨継続時間は、飽くまで開発前及び開発後のピーク流量を算定

する際の要素の一つにすぎず、それを一要素とするゴルフ場基準が、法及25 

びその解釈基準である林野庁の関係通知が付与した裁量権の範囲内で定め
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られた審査基準といえるかの問題に解消される。この点、対象とする洪水

規模は５０年確率降雨として下流の流下能力まで調整できる洪水調節容量

を洪水調整池に求めるゴルフ場基準が、３年確率降雨において上記容量を

求めるにすぎない「手引き」や林野庁の関係通知を上回ることは明らかで

あるから、降雨継続時間のみを取り上げて、被控訴人の定める審査基準で5 

あるゴルフ場基準を不合理ということはできない。 

  (2) 争点(2)（大和川基準による審査（定数法による審査）の当否）について 

   ア 控訴人らの主張 

洪水調整池の洪水調節容量を定数法によって算定してもよいのは、大和

川基準２－６節にいうところの「通常の場合」（以下、単に「「通常の場10 

合」」という。）、すなわち、下流の流下能力が０．１㎥/s/ha 以上の場

合である。これに対し、「通常の場合」についての後記被控訴人の解釈に

よれば、定数法では下流の流下能力を考慮しないことになるところ、これ

は洪水調整池の洪水調節容量について「下流における流下能力を考慮の上」

とする運用細則第２の８(1)及び８２号通知第３の２に反しており、法の15 

委任の範囲を超えた違法な審査基準の設定となる。 

そこで、下流の流下能力が０．１㎥/s/ha を下回る場合には定数法によ

ることはできず、下流の流下能力を考慮した厳密計算法（以下「厳密計算

法（控訴人ら主張）」という。被控訴人のいう厳密計算法とは異なるもの

とされる。）によるべきである。本件各洪水調整池は、下流の（ネックポ20 

イントの）流下能力がいずれも０．１㎥/s/ha を下回るから「通常の場合」

には当たらず、定数法により洪水調節容量を算定するのは誤りであり、厳

密計算法（控訴人ら主張）を採用すべきである。 

厳密計算法（控訴人ら主張）により算定すると、本件各洪水調整池の洪

水調節容量は下表の上段のとおりとなる。したがって、本件各洪水調整池25 

における計画容量は大和川基準に適合しないから、本件許可処分は違法で
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ある。 

 １号洪水調整池 ２号洪水調整池 ３号洪水調整池 ４号洪水調整池 

大和川基準 9195 ㎥ 14439 ㎥ 7064 ㎥ 13282 ㎥ 

計画容量 7922.7 ㎥ 10438.3 ㎥ 5917.2 ㎥ 10357.9 ㎥ 

   イ 被控訴人の主張 

  大和川基準は、開発後のピーク流量が開発前のピーク流量を上回らない

ようにするための基準であるから、同基準にいう「通常の場合」とは、洪

水調整池の開発前の放流比流量が０．１㎥/s/ha という定数を上回ってい5 

る場合をいい、その場合は定数法を用いることに問題がないことを意味し

ている。もっとも、上記定数が様々な条件設定のもとで多くの検証を行っ

て導き出したものであるとしても、実際に運用していけば、開発対象地の

地形などの諸事情により、上記定数を用いることが不適当である事案が絶

対に現れないとも断言できないことから（例えば、洪水到達時間が極端に10 

長い平坦地形などの地形的特性が認められる場合や、複数の洪水調整池を

直列に連結する特殊な構造を採用している場合等）、念のため、上記定数

をそのまま適用すると開発後における洪水調整池からの放流量が開発前の

ピーク流量を上回ってしまうような例外的な場合には、厳密計算法（なお、

控訴人ら主張の厳密計算法ではない。）によって検証する必要があるとし15 

たものである。本件各洪水調整池は、補正の上引用する原判決の「事実及

び理由」の第２「事案の概要」の２）(4)エ(ｲ)（上記第２の３(9)のによ

る補正後）とおり、開発前の放流比流量がいずれも０．１㎥/s/ha を上

回っているから、定数法を用いることに問題はない。定数法により本件各

洪水調整池の洪水調節容量を算定すると、下表の上段のとおりになる。し20 

たがって、本件各洪水調整池における計画容量は大和川基準に適合する。 

 １号洪水調整池 ２号洪水調整池 ３号洪水調整池 ４号洪水調整池 
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大和川基準 5098 ㎥ 5016 ㎥ 3536 ㎥ 6027 ㎥ 

計画容量 7922.7 ㎥ 10438.3 ㎥ 5917.2 ㎥ 10357.9 ㎥ 

     また、仮に厳密計算法を採用した場合、例えば１号洪水調整池の下流へ

の許容放流量は、以下の算式により１．６１３㎥/ｓ以下となる。 

     １．６１３㎥/ｓ＝８．６９４ha×０．１９６㎥/ｓ/ha‐０．０９０５５８㎥/ｓ（直接放流分）  

      なお、他の洪水調整池はそれぞれ集水面積が異なるため、上記と異なる数

値となる。 5 

(3) 争点(3)（手引き審査の当否）について 

   ア 控訴人らの主張 

     処分行政庁は、実質的には「手引き」によって審査をしておらず、要は、

本判決添付別紙２の表のとおり、開発対象地の下流のネックポイントの放

流比流量が０．１㎥/ｓ/ha を超える場合は大和川基準の定数法を、それ以10 

下の場合はゴルフ場基準を用いているにすぎない。 

被控訴人は、手引き審査においては、ゴルフ場基準の容量計算式をこれに

代入する各数値等を含めて採用することにより、本件各洪水調整池の洪水調

節容量を算定しているというが、上記「(1)ア 控訴人らの主張」のとおり、

手引きに掲げる恒久施設基準と暫定施設基準はいずれも降雨継続時間を２４15 

時間とし、降雨波形も後方集中型とすべきであるとしているにもかかわらず、

処分行政庁はこれを採用しておらず不合理であるし、５０年確率降雨、降雨

継続時間を２４時間としてゴルフ場基準の容量計算式で算定した場合の１号

洪水調整池の洪水調節容量は９５６０．４７㎥となり、許可された計画容量

である７９２２．７㎥を上回ることになる。 20 

   イ 被控訴人の主張 

     補正の上引用する原判決の「事実及び理由」の第２「事案の概要」の２

(4)エ（上記第２の３(9)による補正後）のとおり、処分行政庁は、手引き

審査も行ったが、洪水調整池の洪水調節容量の具体的な算定式につきゴル
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フ場基準の容量算定式を用いることとした以上、降雨波形及び降雨継続時

間も同基準所定の数値等を用いれば足りる。この点、「手引き」では「原

則として河川課の指導（すなわち大和川基準に基づく指導）による」とし

ており、恒久施設基準は、手引きや河川課の指導から判断できない事項が

ある場合に補助的に参照すべき基準にすぎないから、上記審査方法に問題5 

はない。 

     上記審査方法により本件各洪水調整池の洪水調節容量を算定すると、下

表の上段のとおりになる。したがって、本件各洪水調整池における計画容

量は「手引き」の基準に適合する。 

 １号洪水調整池 ２号洪水調整池 ３号洪水調整池 ４号洪水調整池 

手引き審査 3231 ㎥ 4107 ㎥ 2619 ㎥ 4280 ㎥ 

計画容量 7922.7 ㎥ 10438.3 ㎥ 5917.2 ㎥ 10357.9 ㎥ 

第３ 当裁判所の判断 10 

  当裁判所は、控訴人らにつき本件訴訟の原告適格を認めた上で、実体判断とし

て、奈良県の基準に基づき本件変更許可処分をした処分行政庁の判断過程につい

て看過し難い不合理な点があり、審査基準の設定又はその適用に係る処分行政庁

の裁量権の範囲の逸脱又は濫用があると判断するものである。以下、必要に応じ

て原判決を補正の上引用しつつ、原告適格、認定事実、争点に対する判断の順に15 

説示することとする。 

１ 原告適格について 

控訴人らにつきいずれも本件訴訟の原告適格が認められることは、原判決の

「事実及び理由」の「第３ 当裁判所の判断」１（原判決１２頁１４行目冒頭

から１３頁６行目末尾まで）のとおりであるから、これを引用する。 20 

２ 認定事実 

  各項に掲記の証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

(1) 本件メガソーラー建設のための開発（以下「本件開発」という。）の内
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容等（甲１、２、８、１７） 

  本件開発の対象地はおよそ標高２５５メートルから３６６メートルの山間

部の中腹に所在し、控訴人らやその他の住民らの居住する住宅地がその約３

００メートル以内の下流域に存在する。具体的には、控訴人らは、おおむね

原判決別紙６のＫ-１２の西側の住宅地に居住している。 5 

本件開発の対象地全体の面積は約４８ha で、そのうち普通林が約３７ha

と７６．１％を占めているが、そのうち約１５ha が残置森林となるため、

開発対象となる森林の面積は約２２ha である。また、メガソーラーの用地

は約１６ha であり、最終的にはそれ以外に約１２ha の緑地が設けられるこ

とが予定されている（なお、令和６年９月２６日の本件開発の対象地の現状10 

は本判決別紙３「①実査ルート図」のとおりである（甲１０６、弁論の全趣

旨（原審令和６年１０月１７日付け進行協議調書添付別紙１）。）。 

本件開発は、平成２６年１１月以降、これまでに奈良県内で行われた複数

の太陽光発電用地造成を含む全ての開発事例の中でも、平成２８年２月に許

可された太陽光発電用地造成に次ぐ２番目に規模の大きなものであり（本判15 

決別紙２の表）、それを下回る規模の開発は、１か所（平成２６年１１月に

許可された約４７ha の面積に係る太陽光発電用地造成）を除き、いずれも

本件開発の半分に満たない規模のものであった。 

(2) 各ネックポイントの流下能力について 

  本件開発の対象地から流れる複数の水路及び河川の状況等は原判決別紙６20 

のとおりであり、本件各洪水調整池の下流には複数のネックポイントがある。

１号洪水調整池と２号洪水調整池のネックポイントはいずれもＫ-８であり、

３号洪水調整池と４号洪水調整池のネックポイントはいずれもＫ-１２であ

る。（甲５６、９３、乙３、４、５３ないし５６） 

補正の上引用する原判決の「事実及び理由」の第２「事案の概要」の２25 

(3)（上記第２の３(7)による補正後）のとおり、令和元年許可に係る当初の



 20 

許可申請及びその変更申請における下流水路の勾配等に重大な誤りがあった

ことから、一旦工事が停止された後、参加人は、本件変更申請をするに当

たって下級河川全体の再測量等をして再調査した結果を報告した。同報告に

よれば、Ｋ－１からＫ－２２までの合計２２か所の各ネックポイントの勾配

及び放流比流量は本判決別紙４「下流河川勾配および比流量比較表」のとお5 

りとなり、当初の許可申請においては上記各ネックポイントの全ての放流比

流量はいずれも少なくとも０．１㎥/ｓ/ha を超えるとされていた（なお、

現況にかかわらず、勾配も全て一律に１８０．０‰とされていた。）のに対

し、再調査の結果では放流比流量が０．１㎥/ｓ/ha 未満のネックポイント

が１７か所に及び、最も放流比流量が小さかったのはＫ－８の０．０２４㎥10 

/ｓ/ha（勾配は１８．９‰）であった（甲９３）。また、１号洪水調整池の

近くの下流にあるＫ-１では放流比流量は０．０４３㎥/ｓ/ha であり、Ｋ-

２では０．１１７㎥/ｓ/ha であるが、その少し下流のＫ-３では０．０４８

㎥/ｓ/ha であった。２号洪水調整池の近くの下流にあるＫ－１４では０．

０７６㎥/ｓ/ha、Ｋ-１５では０．０４１㎥/ｓ/ha であった。３号洪水調整15 

池の近くの下流にあるＫ－１９及び同２０ではいずれも０．１㎥/ｓ/ha を

超えているが、そのさらに下流のＫ－２１では０．０５２㎥/ｓ/ha であっ

た。４号洪水調整池の近くの下流にあるＫ－⑧では０．０４４㎥/ｓ/ha で

あった。（甲５６、９３） 

(3) 大和川基準の基礎となったのは、奈良県土木部河川課及び八千代エンジ20 

ニヤリング株式会社作成の昭和６０年９月付け「大和川流域総合治水対策検

討業務委託報告書」（甲８１、以下「本件報告書」という。）であり、本件

報告書では、洪水調整池に係る許容放流量と洪水調節容量について、開発前

のピーク流量の算定は合理式によることとし、合理式におけるｔ（洪水到達

時間）については、開発の変化に応じた洪水到達時間は実測値に基づいて推25 

定するのが原則であるとしながらも、当該地域（奈良県下の大和川流域で、
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学園前を中心とする近鉄奈良線沿線等の３地域）においては実測データが十

分得られていないため角屋式により算出するとした上で、合理式及び角屋式

で用いる有効降雨強度式（re）の通常ピーク流量係数 fp については、その

値は表層土性等で変化するため、計画に際しては類同とみられる観測地を吟

味等する必要があるとしつつも、標準値として開発前０．６、開発後０．９5 

を用い、流域開発に伴うピーク流出量の変化は、洪水到達時間と有効降雨強

度の変化を考慮して推定する方法によるとし、この方法で３０年確率降雨、

５０年確率降雨及び昭和５７年８月実績降雨による開発前のピーク流出量を

算定した（なお、洪水到達時間に関係する定数Ｃについては、Ｃ＝１８０と

した。）。その計算結果は、想定されている最も大きな開発面積である２０10 

ha の場合、５０年確率降雨については開発前流量が３．４７８㎥/ｓ、洪水

到達時間が２９．６９分、放流比流量が０．１７４㎥/ｓ/ha となるとした。 

  そして、洪水調整池下流への許容放流量を設定する上での基本方針を、計

画対象降雨の全てに対し、それぞれの開発前におけるピーク流量の値を上回

らないように洪水調整池の放流量を設定することとし、調節方式として放流15 

管（オリフィス）が１段の場合と２段の場合についてそれぞれの許容放流量、

貯留容量を求めて比較、検討した結果、両者を満足するものとして２段式の

放流様式を採用したとし、最終的に、５０年確率降雨の場合、洪水調整池の

放流比流量につき２段目（上段）を０．０５３㎥/ｓ/ha、１段目（下段）を

０．０４７㎥/ｓ/ha、比貯留量につき５８５㎥/ha を、洪水調整池の計画、20 

設計で用いられる放流比流量及び比貯留量として定めたとした。 

(4) 本件各洪水調整池周辺の降雨の状況（甲１３８） 

   本件各洪水調整池周辺の降雨の状況は、本判決別紙５のとおりである。 

本件各洪水調整池から約３キロメートルの距離にある大阪府生駒山観測所

では、昭和５１年１月から令和７年７月までの４９年間で、日降水量（当日25 

の０時００分から２４時００分までの降水量）が１４７mm を超えた日が、
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現在から近い順に、令和５年６月２日の１５０mm、平成２９年１０月２２日

の２００mm、平成２６年８月９日の１５０．５mm、平成１１年８月１１日の

２７５mm、昭和５７年８月１日の１５６mm と５回記録されている（なお、

１４７mm に近い日として、平成３０年７月６日は１４０mm、平成２５年９

月１５日は１４４mm、昭和５７年８月３日は１４３mm であった。）。 5 

  次に、本件各洪水調整池から約１３キロメートルの距離にある奈良県奈良

観測所では、昭和２８年５月から令和７年７月までの７２年間で、日降水量

が１４７mm を超えた日が、現在から近い順に、令和５年６月２日の１５０

mm、平成２９年１０月２２日の１９６．５ｍｍ、昭和５７年８月３日の１５

５．５mm、同月１日の１６０mm、昭和３６年１０月２７日の１５０．７mm、10 

昭和３４年８月１３日の１８２．３mm と６回記録されている（なお、１４

７mm に近い日として、昭和３２年６月２６日は１４６．８mm であった。）。

また、同観測所で上記期間に月最大２４時間雨量（１時間ごとの降水量から

連続する２４時間の降水量を求め、月の中で最大となる値）が１４７mm を

超えたことが、現在から近い順に、令和５年６月２日の１５０mm、平成３０15 

年７月６日の１９５．５mm、平成２９年１０月２２日の１９７．５mm、平成

２６年８月９日の１５２．５mm、平成２５年９月１５日の１６０．５mm、平

成１１年８月１１日の１４９．５mm、昭和５７年８月３日の１６１㎜、昭和

３６年１０月２８日の１５７．５mm、昭和３４年８月１３日の１８８．７mm、

昭和３２年６月２７日の１７７．８mm をはじめ１０回以上記録されている。 20 

 (5) 本件各洪水調整池について、被控訴人がゴルフ場基準、大和川基準及び「手

引き」により算定したとする洪水調節容量と、本件許可処分に係る計画容量を

まとめると、次のとおりとなる。 

 １号洪水調整池 ２号洪水調整池 ３号洪水調整池 ４号洪水調整池 

ゴルフ場基準 7905.9 ㎥ 10128.4 ㎥ 5818.5 ㎥ 10331.5 ㎥ 
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大和川基準 5098 ㎥ 5016 ㎥ 3536 ㎥ 6027 ㎥ 

手引き審査  3231 ㎥ 4107 ㎥ 2619 ㎥ 4280 ㎥ 

計画容量 7922.7 ㎥ 10438.3 ㎥ 5917.2 ㎥ 10357.9 ㎥ 

 ３ 争点に対する判断 

(1) 本件各洪水調整池の洪水調節容量の審査の違法性の判断枠組み 

 ア 法は、森林計画、保安林その他の森林に関する基本的事項を定めて、

森林の保続培養と森林生産力の増進とを図り、もって国土の保全と国民経

済の発展とに資することを目的とするとした上で（法１条）、都道府県知5 

事は、農林水産大臣の立てた全国森林計画（法４条）に即して、森林計画

区別に民有林につき地域森林計画を立てなければならないとし（法５条）、

地域森林計画の対象となっている民有林において開発行為をしようとする

者は、都道府県知事の許可を受けなければならないとしている（法１０条

の２第１項）。そして、法１０条の２第２項は、都道府県知事は、同条１10 

項の許可の申請があった場合において、同条２項各号のいずれにも該当し

ないと認めるときは、これを許可しなければならない旨を定めるところ、

同条１項の林地開発行為の許可に関する事務は、都道府県の自治事務であ

り、同条２項各号の要件に係る審査基準の設定は、都道府県知事の権限に

属することになる。そして、奈良県は、林野庁の関係通知に準拠するもの15 

として、法１０条の２第２項各号の要件に係る審査基準を、手引き第３章

において定めるところである。 

   そして、法１０条の２第２項は、かかる林地開発行為の許可に当たって、

都道府県知事は、当該開発行為をする森林の現に有する土地に関する災害

の防止の機能からみて、当該開発行為により当該森林の周辺の地域におい20 

て土砂の流出又は崩壊その他の災害を発生させるおそれがあること（２項

１号）、当該開発行為をする森林の現に有する水害の防止の機能からみて、

当該開発行為により当該機能に依存する地域における水害を発生させるお
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それがあること（同項１号の２）等のいずれにも該当しないと認めるとき

は、これを許可しなければならないとするところ、これらの定めは、森林

において必要な防災措置を講じないままに開発行為が行われるときは、土

砂の流出又は崩壊、水害等の災害が発生し、人の生命、身体の安全等が脅

かされるおそれがあることに鑑み、こうした災害の防止機能という森林の5 

有する公的機能の確保を図る趣旨から、開発許可の段階で、開発行為の設

計内容を十分審査し、当該開発行為により土砂の流出又は崩壊、水害等の

災害を発生させるおそれがない場合にのみ許可をすることとしているもの

である（最高裁判所平成８年（行ツ）第１８０号同１３年３月１３日第三

小法廷判決・民集５５巻２号２８３頁（以下「平成１３年最判」という。）10 

参照）。なお、上記の定めは、併せて、上記災害が発生した場合における

被害が当該開発行為に近接する一定範囲の地域に居住する住民に直接及ぶ

ことが予想されることから、上記災害による被害が直接的に及ぶことが想

定される開発区域に近接する一定範囲の地域に居住する住民の生命、身体

等を個々人の個別的利益としても保護すべきものとする趣旨を含むもので15 

あり、本件において控訴人らにつき原告適格が認められるのは、かかる理

由によるものである（平成１３年最判参照）。）。 

そして、法１０条の２第２項１号においては開発対象地である森林の植

生、地形、地質、土壌、湧水の状態等を、同項１号の２においては同森林

の植生、地質及び土壌の状態並びに流域の地形、流域の土地利用の実態、20 

流域の河川の状況、流域の過去の雨量、流域における過去の水害の発生状

況等を考慮することが必要になると解されるところ（「開発行為の許可制

に関する事務の取扱いについて」平成１４年３月２９日付け１３林整治第

２３９６号農林水産事務次官から各都道府県知事・各森林管理局（分局）

長宛て（ただし、令和４年１１月１５日付け林整治第１１８７号による改25 

正後のもの。）（甲７０）参照）、当該開発行為により当該森林の周辺の
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地域において土砂の流出又は崩壊その他の災害を発生させるおそれがある

か否か、当該森林の水害防止機能に依存する地域における水害を発生させ

るおそれがあるか否か等といった危険性の判断に当たっては、当該森林の

地形、地質、下流域の河川の流出能力、地域の気象（流域の過去の雨量）

等の自然的条件や、人口分布（流域の土地利用の実態）等の社会的条件を5 

総合的に判断しなければならない上、土木・建築、地質、気象等といった

多方面にわたる事項についての現在の専門技術的知見が必要となる。そう

したことから、法は、上記のとおり専門技術的知見を要する森林の開発行

為の許可について、あらかじめ要件を具体的かつ詳細に定めておくのでは

なく、そのための審査基準の設定及びその具体的適用を行政庁の専門技術10 

的裁量に委ねることとしたものと解するのが相当である。また、法１０条

の２第１項の許可の申請に係る洪水調整池の設置計画が同条の２第２項１

号又は同項１号の２の要件に係る審査基準に適合するか否かを都道府県知

事が審査するに当たっては、当該審査基準において、洪水到達時間、流出

係数、ピーク流量及び洪水調節容量の計算方法等のほか、上記のとおりの15 

当該地域（流域）の実情に応じた計画対象降雨の降雨強度曲線（式）、降

雨継続時間等の技術的事項を具体的に定めておくことが必要不可欠となる

が、この点についても、上記のような観点から、行政庁の専門技術的裁量

に委ねられているものと解される。なお、「水害の防止に係る洪水調節池

等の設置に係る計画例について」（平成２５年４月１日付け２４林整治第20 

２６５７号林野庁治山課長通知〔甲８３〕）に「なお、以下は参考例で

あって、各都道府県の実情に応じて計画することを妨げるものではないの

で留意願いたい。」とあるのも、上記の趣旨を踏まえたものと解される。  

以上の点からすれば、洪水調整池の技術的事項に係る審査基準の設定及

び当該審査基準への当てはめの適否が争われる林地開発許可処分の取消訴25 

訟における裁判所の審理・判断は、専門技術的裁量を有する処分行政庁の



 26 

判断に不合理な点があるか否かという観点から行われるべきであり、現在

の科学技術水準に照らし、処分行政庁が審査に用いた具体的な審査基準に

不合理な点があるか、あるいは当該開発行為が当該審査基準に適合すると

した処分行政庁の判断過程に不合理な点があり、それが看過し難い程度に

重大なものであると認められる場合に、審査基準の設定又はその適用に係5 

る処分行政庁の裁量権の範囲の逸脱又はその濫用がある違法なものとして、

当該処分を取り消すべきものと解するのが相当である。そして、上記のと

おり、法が人の生命、身体の安全等を脅かす水害等の災害の防止という、

森林の公的機能の確保を図る趣旨から、開発許可の段階で開発行為の設計

内容を十分審査し、当該開発行為により土砂の流出又は崩壊、水害等の災10 

害を発生させるおそれがない場合にのみ許可をすることとしていることに

鑑み、処分行政庁の判断に不合理な点があるか否か等については、そうし

た観点から十分な検討を要することとなる。 

イ ゴルフ場基準及び大和川基準等の位置付け等について 

       (ｱ) 前提として、本件においては、被控訴人の審査におけるゴルフ場基準15 

及び大和川基準等の位置付け等について争いがあるので、検討してお

く。 

      まず、上記各基準の沿革についてみれば、大和川流域では、昭和５７

年８月の大和川大水害を契機として、昭和５８年に国（近畿地方建設

局〔当時〕）、奈良県及び流域市町村によって大和川流域総合治水対20 

策協議会が設置され、昭和６０年に大和川流域整備計画が策定された

後、昭和６１年に「大和川流域調整池技術基準（案）」が策定され、

平成２９年の大和川条例の制定に伴って同基準（案）が改訂されてお

り、現行の大和川基準は同条例９条２項の基準として位置付けられた

（甲２０、弁論の全趣旨）。他方、昭和６１年の大和川基準（案）に25 

先立って、昭和４８年に「宅地及びゴルフ場等開発に伴う調整池技術
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基準」が策定されており、これが平成２年に改訂されたのが現行のゴ

ルフ場基準である（乙２、弁論の全趣旨）。 

また、上記各基準の趣旨についてみれば、大和川基準１－３節の解説

(1)にも「洪水調整池は従来より、宅地開発等に伴って開発対象地から

の流出量が、下流河川の現在の流下能力を上回らないことを基本として5 

設置されてきたところである。」とあるように、ゴルフ場基準は、開発

区域下流における水路及び河川のネックポイントを基準地点とし、当該

基準地点の現況流下能力Ｑ（単位㎥/s）を当該基準地点に係る集水面積

Ａa（単位 ha）で除した値（単位㎥/s/ha。以下、この放流比流量を

「ｐ」という。）に開発面積Ａ（単位 ha）を乗じた値Ｐ（＝Ｑ・Ａ／10 

Ａa）まで、開発後のピーク流量を調節するのに必要な容量を洪水調整

池の洪水調節容量とするものである（ゴルフ場基準７）。他方、大和川

基準は、「特定開発行為に伴う流出増を開発前の流量にまで調節するこ

と」を基本とするものであり（同基準１－３節）、「洪水調整池の下流

への許容放流量は、計画対象降雨の全てに対し、それぞれの開発前にお15 

けるピーク流量の値を上回らないものとする。」（同基準２－５節）と

して、開発前のピーク流量を上回らないようにするとの目的から洪水調

整池の下流への許容放流量を定めた上、開発後のピーク流量を当該許容

放流量にまで調節するために必要な容量の算定方法を同基準２－６節に

おいて定めている。 20 

このように、ゴルフ場基準は、宅地開発等に伴って開発対象地からの

流出量が下流河川の現在の流下能力を上回らないようにすることを基本

とし、大和川基準は、特定開発行為に伴う開発対象地からの流出増を開

発前の流量にまで調節することを基本とするというように、趣旨を異に

するものと解される。大和川基準が、５ha 以上の特定開発行為に対し25 

ては、ゴルフ場基準と大和川基準の２つを適用し、「厳しい方の放流比
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流量、洪水調節容量を採用する」（大和川基準１－２節の解説(2)）と

しているのも（補正の上引用する原判決の「事実及び理由」の第２の１

(4)）、このようなゴルフ場基準と大和川基準との相違に応じたものと

解される。 

    (ｲ) 以上を前提に検討すると、処分行政庁の審査におけるゴルフ場基準5 

及び大和川基準の位置付けについて、被控訴人は、ゴルフ場基準及び

大和川基準はいずれも河川課による行政指導の基準にすぎず、大和川

条例施行後は大和川基準が同条例９条２項の基準として位置付けられ

たとして、上記各基準に適合することを林地開発行為の許可要件とす

るものではない旨主張する。 10 

そこで、上記各基準等の規定ぶりについてみれば、例えば開発計画に

おいて想定する降雨強度及び降雨継続時間等をみると、ゴルフ場基準

及び大和川基準は、補正の上引用する原判決の「事実及び理由」の第

２の１(4)ないし(6)のとおりの定めを置いているのに対し、手引き第

３章Ⅰ７(1)及び同Ⅱ１は、林野庁の関係通知に準拠して「洪水調節容15 

量は、下流における流下能力を考慮の上、３０年確率で想定される雨

量強度における開発中及び開発後のピーク流量を開発前のピーク流量

以下にまで調節できるものであること。」等と定め、３０年確率降雨

強度により洪水調整容量を算定すべきこと等を示すにとどまり、それ

以上に、降雨強度の算定式を含め、降雨強度及び降雨継続時間等に関20 

する具体的な記載はなく、手引きの記載のみによっては洪水調整容量

を算定することができない。このことは、手引きが奈良県の基準であ

るゴルフ場基準等を参照することを予定しているからであると解され、

手引き（令和２年度改訂版）第３章の冒頭に「奈良県の基準」とある

のも、ゴルフ場基準及び大和川基準を用いることを予定したものと解25 

することができる。 
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また、手引き第３章Ⅰ７の「なお、洪水調整池の設置は、原則として

県土マネジメント部河川課の指導によるほか下記の基準によること。」

との定めは、河川整備課の定める基準であるゴルフ場基準及び大和川

基準を審査基準として用いることを予定したものと解されるのであり、

改訂後のものではあるが、林野庁の関係通知の改正（甲７０、１１７）5 

に伴う改正後の手引き（「林地開発許可制度の手引き」（令和６年度

改訂版））第４章Ⅰ７の「ただし、河川整備課の指導が適用されない

開発行為、若しくは(1)から(5)による洪水調節池が下流に対しより安

全な計画となる場合については、河川整備課が定める基準を参照し、

(1)から(5)により計画を行うものとする。」（甲１１９）との定めも、10 

洪水調整池の設置計画の適否について、河川整備課の定める基準であ

るゴルフ場基準及び大和川基準を用いることを前提とするものと解さ

れる（なお、同手引きが、運用細則及び８２号通知を受けて、洪水調

整池の設置について「下記の基準によること」として恒久施設基準及

び暫定施設基準を掲げていることからすれば、事案に応じ、これらの15 

基準も審査に当たり考慮することが予定されていると解するのが相当

である。）。 

      加えて、奈良県における林地開発許可制度の運用の実情としても、本

判決別紙２のとおり、ゴルフ場基準及び大和川基準により洪水調整池

についての審査がされていたものと認められ、この中には、太陽光発20 

電用地の造成について、ゴルフ場基準によったものが含まれている

（弁論の全趣旨（令和６年５月２８日付け被告準備書面(3)、同年７月

１７日付け被告準備書面(5)、同月３１日付け被告準備書面(6)））。

本件においても、被控訴人は、補正の上引用する原判決の「事実及び

理由」の第２の２(4)エ（上記第２の３(9)による補正後）のとおり、25 

処分行政庁が実際にした審査として、ゴルフ場基準と大和川基準の２
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つを適用し、厳しい方の放流比流量、洪水調節容量を採用したとして

おり、上記各基準により審査をしていたものと解される。 

以上によれば、ゴルフ場基準及び大和川基準は、河川課による行政指

導の基準又は大和川条例９条２項の基準にとどまるものではなく、林

地開発許可に係る処分行政庁の審査基準の内容となっているものと解5 

するのが相当である。したがって、これと異なる被控訴人の上記主張

は採用できない。 

(ｳ) そして、補正の上引用する原判決の「事実及び理由」の第２の１(4)、

同第２の２(4)エ（上記第２の３(9)による補正後）のとおり、大和川

流域における５ha 以上の特定開発行為については、ゴルフ場基準と大10 

和川基準の２つを適用し、厳しい方の放流比流量、洪水調節容量を採

用するものとされており、処分行政庁も、実際の開発行為の審査に際

し、ゴルフ場基準と大和川基準の２つを適用し、厳しい方の放流比流

量、洪水調節容量を採用しているところ、このことは、ゴルフ場基準

が開発対象地からの流出量が下流河川の現在の流下能力を上回らない15 

ようにすることを基本とし、大和川基準が開発対象地からの流出増を

開発前の流量にまで調節することを基本とするというように、趣旨等

を異にするものであることから、地域の実情にも応じた許可の在り方

として、そうした両方の面から判断をするとの趣旨によるものと解さ

れ、上記(1)アのとおり、法が人の生命、身体の安全等を脅かす水害等20 

の災害の防止という、森林の公的機能の確保を図る趣旨から、開発許

可の段階で開発行為の設計内容を十分審査し、当該開発行為により土

砂の流出又は崩壊、水害等の災害を発生させるおそれがない場合にの

み許可をすることとしていることに照らせば、事案に応じた具体的な

審査基準の設定ないしはその適用の在り方の当否は措いて、このこと25 

自体は、法の趣旨に適うものというべきである。 
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(2) 争点(1)（ゴルフ場基準による審査の当否）について 

 ア まず、ゴルフ場基準は、市街化調整区域の宅地造成及びゴルフ場開発の

対象とする洪水規模につき、降雨強度を５０年確率降雨としつつ、洪水調

節容量の算定に当たり、確率降雨強度曲線（式）に係る降雨波形を前方集

中型とし、降雨継続時間を１０時間、総雨量を１４７mm とするところ、5 

控訴人は、手引きの掲げる恒久施設基準と暫定施設基準がいずれも降雨継

続時間を２４時間とし、降雨波形も後方集中型を採用すべきであるとして

いる上、本件開発行為に係る開発対象地（以下「本件開発対象地」とい

う。）の周辺の降雨に関するデータに照らしても、ゴルフ場基準の想定す

る降雨継続時間及び総雨量は不十分であると主張する。 10 

 イ そこで検討すると、まず、本件開発対象地の周辺の降雨の状況について

は、本判決別紙５、上記２(4)のとおりであり、本件各洪水調整池から約

３キロメートルの距離にある大阪府生駒山観測所では、令和７年７月まで

の４９年間で、日降水量が１４７mm を超えた日が５回記録されており、

このうちには、平成１１年８月１１日の２７５mm、平成２９年１０月２２15 

日の２００mm というように高い数値を記録したものもあり、現在に最も

近いものとしては、令和５年６月２日の１５０mm がある。また、本件各

洪水調整池から約１３キロメートルの距離にある奈良県奈良観測所では、

令和７年７月までの７２年間で、日降水量が１４７mm を超えた日が６回

あり、このうちには、平成２９年１０月２２日の１９６．５ｍｍというよ20 

うに高い数値を記録したものがあり、現在に最も近いものとしては、令和

５年６月２日の１５０mm があるほか、月最大２４時間雨量が１４７mm を

超えたことが１０回以上あり、このうちには、平成２９年１０月２２日の

１９７．５mm、平成３０年７月６日の１９５．５mm というように高い数

値を記録したものがあり、現在に最も近いものとしては、令和５年６月２25 

日の１５０mm がある。 
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そうすると、本件開発対象地の周辺において、ゴルフ場基準の想定を上

回る１４７mm を超える降雨量を記録した日が、これを大きく超えるもの

や、現在に近いものを含めて相当数あることになる。 

さらに、本判決別紙５によれば、全体的な傾向としても、近年になるほ

ど、多くの降雨量が記録される日が増加していることが明らかといえる。 5 

ウ 控訴人らは、１号洪水調整池について、ゴルフ場基準を基に（降雨強度

５０年確率降雨）、降雨継続時間を１０時間ではなく２４時間とした場合

の洪水調節容量は９５６０．４７㎥（１１時間とした場合には８１０２．

１８㎥）となると主張するところ（当審における控訴人ら第８準備書面１

４、１５頁、第９準備書面１７、１８頁）、仮にこれを前提とすると、計10 

画容量７９２２．７㎥を大きく上回ることになる（なお、２４時間ではな

くとも、降雨継続時間を一定程度延長すれば計画容量を上回ることにな

る。）。この算定結果自体については、被控訴人は具体的な反証をしてお

らず、本件開発許可に係る上記計画容量が、ゴルフ場基準により算定した

７９０５．９１㎥の１．００２倍、量にして１６．７９㎥というようにわ15 

ずかに上回るだけであることも併せ考慮すると、降雨継続時間を２４時間

とした場合の洪水調節容量は、個別具体的な算定をするまでもなく、計画

容量を相当程度上回るものと認めるほかはない。そして、上記２(5)のと

おり、他の洪水調整池の計画容量も、処分行政庁の算定に基づくゴルフ場

基準による洪水調節容量（以下、特に断らない限りこれを「ゴルフ場基準20 

による洪水調節容量」という。）１０１２８．４㎥に対して１０４３８．

３㎥（２号洪水調整池）、５８１８．５㎥に対して５９１７．２㎥（３号

洪水調整池）、１０３３１．５㎥に対して１０３５７．９㎥（４号洪水調

整池）であって、約１．００２倍から１．０３倍というようにわずかに上

回るにすぎないことからすれば、他の洪水調整池についても上記と同様の25 

理が妥当すると認めるのが相当である。そうすると、ゴルフ場基準を前提
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として、降雨継続時間を１０時間ではなく２４時間とした場合の本件各洪

水調整池の洪水調節容量は、いずれも計画容量を上回るものと認めるほか

はなく、かかる認定を左右する的確な証拠はない。 

エ 恒久施設基準及び暫定施設基準について 

(ｱ) さらに検討すると、手引きは、洪水調整池の設置について、原則と5 

して県土マネジメント部河川課の指導によるとしつつ、恒久施設基準

及び暫定施設基準を掲げている（補正の上引用する原判決の「事実及

び理由」の「第２ 事案の概要」の１(3)（上記第２の３(2)による補

正後））。この恒久施設基準及び暫定施設基準は、住宅都市整備公団、

地域振興整備公団及び日本河川協会が宅地開発等のための、まさに洪10 

水調整池の築造の基準として策定されたものであり、相当の専門技術

的知見に裏付けられたものと認められるところであって、その内容は

全国的な基準を定めるものとしては合理的であるといえ、手引きがこ

れらの基準を掲げるのも、そうした専門技術性に鑑み、林地開発行為

の許可の際の洪水調整池の審査においては、これらの基準も含めて考15 

慮することを予定するものと認められる。被控訴人は、手引きでは

「原則として河川課の指導による」としており、これらの基準は手引

きや河川課の指導から判断できない事項がある場合に補助的に参照す

べき基準にすぎないから、本件許可処分の判断に影響を及ぼすもので

はないと主張する。しかし、審査基準の定め方として、「原則」とし20 

つつも「河川課の指導による」といったごく抽象的な定めに続けて、

個別具体的な基準の名称を特に明記しているといった規定ぶりに照ら

せば、文言上、被控訴人の主張するように解するのは合理的とはいい

難いし、恒久施設基準及び暫定施設基準の専門技術性にも鑑みれば、

林地開発行為の許可処分において、一律にこれらの基準を適用すべき25 

であるとまではいえないとしても、対象地域の自然的条件や社会的条
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件に応じて適切にこれらを考慮することは予定されているものと解さ

れるから、手引きや河川課の指導から判断できない事項がある場合に

補助的に参照すべき基準にすぎないといったように限定して解するこ

とは相当ではないというべきである。 

 (ｲ) ここで、仮に恒久施設基準及び暫定施設基準を考慮するとした場合5 

にいずれを採用するのが合理的かについてさらに検討すると、恒久施

設基準は、恒久的な施設として洪水調整池を築造する場合の基準であ

るのに対し、暫定施設基準は洪水調整池の存置を暫定的な期間にわた

るものとする場合の基準であり、暫定施設基準が設けられた趣旨とし

ては、一般に宅地開発に伴って築造される洪水調整池は、開発区域下10 

流の河川改修が完了すれば宅地に改造される例が多いからであって、

河川改修の恒久的代替手段として洪水調整池を設ける場合にはおのず

から異なった観点に立つ必要があるとされている。そこで本件につい

てこれをみると、補正の上引用する原判決の「事実及び理由」の「第

２ 事案の概要」の２(4)ア（上記第２の３(8)による補正後）よれば、15 

一部のネックポイント（Ｋ－①及びＫ－⑤）については改修がされた

ことが推認されるものの、それ以外に、後に本件各洪水調整池の下流

の河川改修がされ、それが完了すれば本件各洪水調整池が新たな施設

等の敷地に改造されることが予定されているといった事情は何らうか

がわれないから、上記のような前提に立つ以上、本件において適用さ20 

れるとすれば、恒久施設基準となると考えるのが合理的というべきで

ある（なお、本件において控訴人らを含めた近隣の居住状況に照らし

ても、宅地開発等を対象とする恒久施設基準等の適用をあえて除外す

る事情も見出せない。）。 

    この点、被控訴人は、本件各洪水調整池は「河川改修の恒久的代替手25 

段」とは位置付けておらず、宅地開発等に伴う流出増を抑制するため
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に設置された暫定的な施設である旨主張するが、上記河川改修等の予

定といった事情については何らの主張立証もしない。また、被控訴人

は、他の地方自治体では、民間事業者により設置される洪水調整池は、

暫定的な施設として設置される場合もあれば、実質的に恒久的な施設

となる場合もあるとも主張するところ、確かに、山形県調節池等設置5 

基準は、開発事業者が設置及び維持管理を行うものは暫定調整池とす

ることを原則とするとしており（乙６２）、他にも、流出抑制施設と

しての洪水調整池を設置する場合においては、河川、下水道等の管理

者の判断に基づき、開発許可・宅地防災担当部局が恒久調整池・暫定

調整池の別を明らかにするとしている例（乙６３）、暫定施設基準に10 

よることができるとするにとどまる例（乙６４）、洪水調整池は暫定

施設基準を参考にするとともに、河川管理者と十分協議することにす

るにとどまる例（乙６５）がある。しかし、そもそも暫定施設基準で

すら降雨継続時間については２４時間を標準とするとされていること

は、補正の上引用する原判決の「事実及び理由」の「第２ 事案の概15 

要」の１(3)（上記第２の３(2)による補正後）のとおりである。また、

林地開発許可処分をする際の洪水調整池の洪水調節容量等についてど

のような基準を設けるかは、各地方公共団体がそれぞれの実情等に応

じて決定されるにしても、被控訴人が上記指摘する他の自治体におけ

る基準とはそもそも表現上も異なるのであって、他の地方公共団体が20 

設ける基準の文言が直ちに被控訴人の主張を採用する根拠となるもの

でもない。そうすると、恒久施設基準及び暫定施設基準を掲げる上記

記載をみる限りは、これらのうちでは恒久施設基準によるのが合理的

というべきである。 

オ また、処分行政庁が自ら基準とするものと定め、実際に審査基準として25 

用いている大和川基準２－３節が降雨継続時間を２４時間としていること
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は、補正の上引用する原判決の「事実及び理由」の「第２ 事案の概要」

の１(6)（上記第２の３(3)による補正後）のとおりである。 

カ その他、ゴルフ場基準においては、本件各洪水調整池の洪水調節容量を

算定する際の降雨波形を前方集中型としているところ、補正の上引用する

原判決の「事実及び理由」の「第２ 事案の概要」の１(3)（上記第２の5 

３(2)による補正後）のとおり、恒久施設基準の解説の補足と計算例によ

ると、計画降雨波形は、中央集中型降雨波形による洪水調節容量に対する

後方集中型降雨波形による洪水調節容量の増加率が最大で１１％であった

ために後方集中型を採用したとしており、ゴルフ場基準の降雨波形は恒久

施設基準のそれよりも緩やかなものとなっている。 10 

キ 以上を前提に検討する。上記本件許可処分の違法性の審査においては、

上記(1)アのとおり、専門技術的裁量を有する処分行政庁の判断に不合理

な点があるか否かという観点から行われるべきであり、現在の科学技術水

準に照らし、処分行政庁が審査に用いた具体的な審査基準に不合理な点が

あるか、あるいは当該開発行為が当該審査基準に適合するとした処分行政15 

庁の判断過程に不合理な点があり、それが看過し難い程度に重大なもので

あると認められる場合に、審査基準の設定又はその適用、当てはめに係る

処分行政庁の裁量権の範囲の逸脱又はその濫用がある違法なものとして、

当該処分を取り消すべきものと解するのが相当である。また、法が人の生

命、身体の安全等を脅かす水害等の災害の防止という、森林の公的機能の20 

確保を図る趣旨から、開発許可の段階で開発行為の設計内容を十分審査し、

当該開発行為により土砂の流出又は崩壊、水害等の災害を発生させるおそ

れがない場合にのみ許可をすることとしていることに鑑み、 処分行政庁

の判断に不合理な点があるか否か等については、そうした観点から十分な

検討を要することとなる。 25 

  上記イのとおり、本件開発対象地の周辺において、ゴルフ場基準の想定
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を上回る１４７mm を超える降雨量を記録した日が、これを大きく超える

ものや、現在に近いものを含めて相当数あり、近年になるほど降雨量の多

い日が増える傾向がみられるところ、ゴルフ場基準は、開発対象地からの

流出量が下流河川の開発前の流下能力を上回らないようにすることを基本

とするものであって、想定を上回る降雨量があれば、下流河川の流下能力5 

を上回る水量が流出し、水害その他の災害が発生するおそれがあるといわ

ざるを得ない。また、降雨継続時間を長く設定すればその間の下流河川か

らの流出量があることを考慮するとしても、現実の降雨状況に照らせば、

開発対象地の降雨状況にかかわらず、一律に降雨継続時間を１０時間、総

雨量を１４７mm に限定することは、合理性があるとはいい難い上、上記10 

ウのとおり、降雨継続時間を２４時間とした場合の本件各洪水調整池の洪

水調節容量は、いずれも計画容量を上回るものと認められる。 

そして、恒久施設基準と暫定施設基準のうち、本件に採用されるとすれ

ば、降雨継続時間を２４時間とする恒久施設基準であることは上記エ(ｲ)

のとおりであり、暫定施設基準ですら、降雨継続時間は２４時間を標準と15 

するところ、恒久施設基準及び暫定施設基準が専門技術性に裏付けられた

ものであり、全国的な基準として合理性があるというべきである。地域な

いしは開発行為の対象地の実情に応じ、恒久施設基準及び暫定施設基準を

考慮しないことが直ちに不合理ということはできないものの、一般に、地

域の実情ないしは自然的条件として、降雨は少なくとも重要な要素の一つ20 

となるということができ、本件開発対象地の降雨の状況等は上記２(4)の

とおりであり、下流の流下能力（具体的な状況は上記２(2)のとおりであ

る。）を考慮するに当たり、降雨継続時間を２４時間の４割程度とする緩

やかな基準による合理性はにわかに見出し難い。しかも、処分行政庁がゴ

ルフ場基準と併せて林地開発許可処分の審査基準とする大和川基準自体も、25 

降雨継続時間については２４時間としていること（これが自然条件等の地
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域の実情を考慮せずに定められたものとも考え難い。）は上記オのとおり

である。この点、確かに、恒久施設基準及び暫定施設基準並びに大和川基

準は、直接的にはネックポイントを考慮して下流の流下能力を調整するも

のではないが、その点の違いをもって、自然条件である降雨継続時間を考

慮するに際して１０時間と２４時間という差を設けることについては、合5 

理的な理由があるとはいい難い（なお、念のためにいうと、ゴルフ場基準

が問題とする下流の河川の流下能力は、厳密にいえば開発対象地内の自然

的条件ではないものの、本件における下流のネックポイント及び控訴人ら

の居住の状況は上記２(1)、(2)のとおりであって、下流付近に居住する住

民の生命、身体の安全等が脅かされる危険の防止という上記法の趣旨にも10 

照らせば、この点も上記のような差を設ける合理的理由となるものではな

い。）。ゴルフ場基準は、昭和４８年に策定され、平成２年に改訂された

ものであるが、近年の傾向を含めた本件開発対象地の周辺地域近辺の降雨

状況等に照らしても、本件許可処分において、降雨継続時間を２４時間の

４割程度にすぎない１０時間とすることについては合理性を見出し難いと15 

いえる。 

  そうであるところ、処分行政庁において、本件許可処分の際に、上記２

(4)で認定したとおりの周辺地域の降雨の状況を把握すること（なお、実

際にも、被控訴人は、ゴルフ場基準の策定の際、奈良地方気象台の資料に

より求めたとする確率降雨強度曲線（式）又は奈良県計画比流量表を用い20 

ていた。）、降雨継続時間を伸長した場合の洪水調節容量を試算すること

が可能であったことは明らかといえる。 

    以上によれば、処分行政庁が自ら基準とすると定めたゴルフ場基準に基

づく具体的な審査基準の設定又はその適用については不合理というべき事

情が複数あるといわざるを得ないから、その判断過程に不合理な点があり、25 

それが看過し難い程度に重大なものであるといわざるを得ない。 
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ク(ｱ) これに対し、被控訴人は、降雨継続時間について、兵庫県のように降

雨継続時間を６時間としている例もあるし、降雨継続時間は、飽くま

で開発前及び開発後のピーク流量を算定する際の要素の一つにすぎず、

それのみを取り上げてゴルフ場基準が不合理であるとはいえない旨主

張する。しかし、他の地方公共団体の中に想定される降雨継続時間を5 

６時間としているものがあるとしても、そこで設定された降雨継続時

間は恒久施設基準及び暫定施設基準（後者は標準として）で想定する

２４時間のわずか４分の１にすぎない上、降雨特性や下流河川の状況

といった自然条件を含めて、それがどのような地域の実情に基づくも

のかは明らかではないし、どのような専門的技術的知見に基づくもの10 

かも明らかではないことなどからすれば、被控訴人の上記主張は採用

できない（なお、補正の上引用する原判決の「事実及び理由」の「第

２ 事案の概要」の１(5)及び(6)（上記第２の３(3)による補正後）の

とおり、ゴルフ場基準及び大和川基準は、降雨強度や降雨確率につい

ては流域や市街化調整区域等の区分を考慮して定めているが、降雨継15 

続時間については各基準で異なる時間数を定めるのみである。）。 

  (ｲ) 被控訴人は、開発行為許可制度は、全国的に一律に同一内容の規制

を施す趣旨ではなく、地域の実情等に応じた規制を施すことが容認さ

れているなどとして、処分行政庁の裁量を尊重すべきであると主張す

る。確かに、林地開発許可制度の運用が地域の実情に応じたものとな20 

ること自体は予定されているところではあるが、林地開発許可のため

の専門技術的裁量が認められるのは、上記(1)アのとおり、当該森林の

地形、地質、下流域の流出能力、地域の気象（特に降雨）等の自然的

条件や人口分布等の社会的条件を総合的に判断することになる上、土

木・建築、地質、気象等といった多方面にわたり現在の専門技術的知25 

見が必要となるためであって、地域の実情の内実も、専ら上記の自然
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的、社会的条件をいうものと解すべきところ、被控訴人は、単に抽象

的に地域の実情をいうのみであって、特に具体的な主張をするもので

はなく、根拠に乏しいというほかはない。また、地域の実情としては、

少なくとも自然条件である降雨特性は重要なものとして考慮されるこ

とになると考えられるところ、本件開発対象地の近辺における降雨の5 

状況は上記２(4)のとおりであるし、同一の対象地域について被控訴人

の定める大和川基準における降雨継続時間が２４時間であることも、

補正の上引用する原判決の「事実及び理由」の「第２ 事案の概要」

の１(6)（上記第２の３(3)による補正後）のとおりである。さらに、

社会的条件としても、控訴人らの住所が３号洪水調整池及び４号洪水10 

調整池の下流水路沿いで当該水路から約３００メートル以内であるこ

と、原審原告Ｂが本件各洪水調整池の下流河川の狭小箇所（測点Ｋ－

１２）付近に居住していることは補正の上引用する原判決の「事実及

び理由」の第３の１のとおりであって（控訴人らには家族と同居して

いる者が多数いること、同一地域に居住する住民が控訴人らに限られ15 

ないことは容易に推認できる。）、上記(1)アのとおり、処分行政庁の

判断に不合理な点があるか否か等については、人の生命、身体の安全

等が脅かされる危険の防止という法の趣旨に照らし、十分に検討すべ

きであるとの観点からすれば、現に相当数の住民が居住する以上、社

会的条件としてもより緩やかな基準で許可をすべき事情は見出し難い20 

というべきであるから、被控訴人の上記主張は採用できない。 

  (ｳ) 被控訴人は、洪水調整池は、ゴルフ場基準により算出された洪水調

節容量を上回り、越流深を超えた場合であっても、余水吐から流出す

る構造になっており、洪水調整池自体が決壊したりする訳ではないか

ら、控訴人らが主張する算出容量との差異の程度や、その差異が生じ25 

ている時間が降雨開始から１２時間以上経過した後であるとすれば、
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既に激しい降雨が長時間続き、開発対象地以外からの流水もある状況

で、上記差異に起因して下流の水害が惹起されることが明らかとはい

えないとも主張する。 

    しかし、本件において、総雨量が洪水調節容量を上回って越流深を超

えるような事態が生じた場合に、余水吐の存在等、被控訴人の指摘す5 

る事情によって水害や災害のおそれが解消するとは認め難いから、被

控訴人の主張は採用できない。 

  (ｴ) その他、被控訴人は、５０年確率降雨として下流の流下能力まで調

整できる容量を洪水調整池に求めるゴルフ場基準が、３年確率降雨に

おいて上記容量を求めるにすぎない林野庁の関係通知を上回ることは10 

明らかであるから、降雨継続時間のみを捉えてゴルフ場基準による審

査を不合理ということはできないとも主張する。 

しかし、かかる被控訴人の主張自体、自らが審査基準として採用した

ものではない算定方法を理由とするものであって、当該審査における

判断過程等を直ちに合理化するものとは考え難いし、その点は措くと15 

しても、これは、他の事情を捨象して降雨強度のみをもって降雨継続

時間を１０時間とすることを正当化するものにすぎず、採用できない。 

(3) 争点(2)（大和川基準による審査（定数法による審査）の当否）について 

ア 上記(2)のとおり、処分行政庁のゴルフ場基準による審査には、その判

断過程に不合理な点があり、それは看過し難い程度に重大なものであると20 

いわざるを得ないところ、大和川基準による洪水調節容量は、そもそもゴ

ルフ場基準による洪水調節容量を下回るものであるが、ここでは、本件各

洪水調整池の計画容量及びゴルフ場基準による洪水調節容量が大和川基準

による洪水調節容量を上回ることをどのように考えるかも含めて、大和川

基準による審査の当否等について検討しておく。 25 

イ 補正の上引用する原判決の「事実及び理由」の「第２ 事案の概要」の
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２(4)エ（上記第２の３(9)による補正後）のとおり、被控訴人は、ゴルフ

場基準と大和川基準の双方を適用し、厳しい方の放流比流量、洪水調節容

量を採用するとしているところ、当該審査における具体的な基準の設定又

は適用の在り方の当否は措いて、そのような方針自体は、上記(1)イ(ｳ)の

とおり合理的であり、法の趣旨に適するというべきである。もっとも、上5 

記２(5)のとおり、大和川基準や手引き審査による洪水調節容量は、ゴル

フ場基準による洪水調節容量を大幅に下回るのであって、ゴルフ場基準に

よる洪水調節容量に比して、大和川基準による洪水調節容量はおよそ５０

から６４％、手引き審査による洪水調節容量はおよそ４１から４５％にす

ぎない。処分行政庁の採用したゴルフ場基準による洪水調節容量が、大和10 

川基準や、被控訴人のいう手引きの審査による洪水調節容量を上回るから

といって、そのこと自体で処分行政庁のゴルフ場基準による審査が正当化

されるとはにわかに考え難い。 

 ウ さらに、被控訴人による大和川基準の具体的な適用の在り方自体をみて

も、本件許可申請に対する処分行政庁の審査が合理的であったことを裏付15 

けるものとは考え難い。すなわち、本件において、被控訴人は、補正の上

引用する原判決の「事実及び理由」の「第２ 事案の概要」の２(4)エ(ｲ)

（上記第２の３(9)による補正後）のとおり、本件各洪水調整池の開発前

の放流比流量がいずれも０．１㎥/s/ha を上回るとし、この場合は「通常

の場合」として定数法によることができるとして審査したものである。そ20 

うであるところ、大和川基準２－６節の内容は、補正の上引用する原判決

の「事実及び理由」の「第２ 事案の概要」の１(6)（上記第２の３(3)に

よる補正後）のとおりであり、その趣旨が、開発前におけるピーク流量の

値を上回らないようにすることができる場合については、比貯留量につき

５８５㎥/ha という定数を用いることができるとしたものであると解する25 

ことができるとしても、上記２(3)で認定したとおりの本件報告書の内容
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からすれば、大和川基準の定数法を定めるに当たっては、開発前のピーク

流量の算定は合理式によるとし、合理式におけるｔ（洪水到達時間）は実

測データが十分得られていないので角屋式によるとし、合理式及び角屋式

で用いられる有効降雨強度式（re）も、通常ピーク流量係数 fp を標準値

（開発前０．６、開発後０．９）と設定して求めた上で計画対象降雨であ5 

る３０年確率降雨、５０年確率降雨及び昭和５７年８月実績降雨による開

発前のピーク流出量を算定しており、これは飽くまで一般的な係数等を用

いる典型的な方法を採用したものと解される。また、被控訴人のいう大和

川基準における本件各洪水調整池の開発前の放流比流量の算定式は、補正

の上引用する原判決の「事実及び理由」の「第２ 事案の概要」の２(4)10 

エ(ｲ)（上記第２の３(9)による補正後）のとおりであり（ｑ＝Ｑ/Ａ＝１/

３６０・ｆ・ｒ）、これも一般的な係数等を用いる典型的な方法を採用し

たものである。 

そうであるところ、上記２(2)によれば、本件各洪水調整池の下流の想

定測点３３か所のうち合計２２か所の各ネックポイントの放流比流量は、15 

０．１㎥/ｓ/ha 未満のネックポイントが１７か所に及んでいる上、１号

洪水調整池の近くの下流にあるＫ-１で０．０４３㎥/ｓ/ha、２号洪水調

整池の近くの下流にあるＫ－１４で０．０７６㎥/ｓ/ha、Ｋ-１５では０．

０４１㎥/ｓ/ha であり、４号洪水調整池の近くの下流にあるＫ－⑧では

０．０４４㎥/ｓ/ha であったのであり、３号洪水調整池以外の各洪水調20 

整池については、その近くの下流のネックポイントの放流比流量が０．１

㎥/ｓ/ha を大幅に下回っていたものである。上記のとおり、本件におい

て、大和川基準による洪水調節容量は、一般的な係数等を用いた典型的な

方法に基づくものにすぎないところ（なお、補正の上引用する原判決の

「事実及び理由」の「第２ 事案の概要」の２(4)エ、上記２(3)のとおり、25 

大和川基準が洪水調整池の放流管を２段（２本）と想定して放流比流量及
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び比貯留量を定めているのとは異なり、本件各洪水調整池の放流管はそれ

ぞれ１段（１本）となっているという違いもあるが、これらの点は措

く。）、本件開発対象地の特性として上記２(2)のとおり、下流に放流比

流量の小さいネックポイントが多数存在し、ゴルフ場基準がこうした具体

的な下流の流下能力に基づき洪水調節容量を算定するものであることを考5 

慮すると、ゴルフ場基準による洪水調節容量が、一般的な係数等を用いた

典型的な方法に基づく大和川基準による洪水調節容量を相当程度上回るも

のであったとしても、そのことをもって処分行政庁のゴルフ場基準による

審査が合理化されるとは考え難いというべきである。 

  (4) 争点(3) （手引き審査の当否）について 10 

    被控訴人は、手引き審査（被控訴人主張）も行ったとするが、本件各洪水

調整池の許容放流量からそれらの洪水調節容量を算出するための具体的な容

量計算式が手引きに定めがなく、林野庁通知でも示されていないため、ゴル

フ場基準の容量計算式を用いることとし、降雨波形は前方集中型、降雨継続

時間は１０時間とし、想定される総雨量を１４７mm としたことは、上記15 

「第２ 事案の概要」の２(4)エ(ｴ)（上記第２の３(9)による補正後）のと

おりである。 

  しかし、処分行政庁のゴルフ場基準による審査の判断過程に不合理な点が

あり、それが看過し難い程度に重大なものであるといわざるを得ないことは、

上記(2)のとおりである。 20 

(5) まとめ 

  本件許可処分の違法性の審査においては、上記２(1)アのとおり、専門技

術的裁量を有する処分行政庁の判断に不合理な点があるか否かという観点か

ら行われるべきであり、現在の科学技術水準に照らし、処分行政庁が審査に

用いた具体的な審査基準に不合理な点があるか、あるいは当該開発行為が当25 

該審査基準に適合するとした処分行政庁の判断過程に不合理な点があり、そ
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れが看過し難い程度に重大なものであると認められる場合に、審査基準の設

定又はその適用、当てはめに係る処分行政庁の裁量権の範囲の逸脱又はその

濫用がある違法なものとして、当該処分を取り消すべきものと解するのが相

当である。また、法が人の生命、身体の安全等を脅かす水害等の災害の防止

という、森林の公的機能の確保を図る趣旨から、開発許可の段階で開発行為5 

の設計内容を十分審査し、当該開発行為により土砂の流出又は崩壊、水害等

の災害を発生させるおそれがない場合にのみ許可をすることとしていること

に鑑み、処分行政庁の判断に不合理な点があるか否か等については、そうし

た観点から十分な検討を要することとなる。 

  このような観点からみれば、上記(2)のとおり、自ら基準とすると定めた10 

ゴルフ場基準により本件許可処分をした審査における処分行政庁の判断につ

いては、現在の科学技術水準に照らし、具体的に適用した審査基準に不合理

な点があるか、あるいはその判断過程に不合理な点があるといわざるを得ず、

しかもそれは看過し難い程度に重大なものであると認めざるを得ないから、

審査基準の設定又は適用に係る裁量権の範囲の逸脱又はその濫用がある違法15 

なものと認めるほかはない。 

  したがって、本件許可処分は取消しを免れないというべきである。 

  なお、上記の判断は、本件許可処分において、本件開発対象地に係る地域

の降雨特性及び下流河川のネックポイントの状況等に照らし、処分行政庁が

自ら基準とすると定めた審査基準に基づく判断として、厳しい方の基準であ20 

るとして適用したゴルフ場基準に基づく洪水調節容量の算定の在り方ないし

はその判断過程に不合理な点があり、その洪水調節容量が大和川基準による

洪水調節容量を上回ることをもってこの点の判断が左右されるものではない

等としたものにすぎず、林地開発行為の許可処分に際し、事案に応じてゴル

フ場基準と大和川基準の双方を適用し、厳しい方の基準を採用することなど25 

を基本とする処分行政庁の審査の在り方を一般的に不合理であるとするもの
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ではなく、また、控訴人らが現在までに開発対象地等において発生している

とする土砂の流出等を判断の根拠とするものでもないので、念のために付言

しておく。 

４ 結 論 

 以上によれば、本件許可処分は取り消されるべきであり、控訴人らの本件請5 

求は理由があるから、これと異なる原判決は不相当である。 

 よって、原判決中控訴人らに関する部分を取り消し、控訴人らの請求を認容

することとして、主文のとおり判決する。 
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別紙１：当事者目録（略） 

別紙２：大和川基準及びゴルフ場基準の使用に関する一覧表（略） 

別紙３：①実査ルート図（略） 

別紙４：下流河川勾配および比流量比較表（略） 

別紙５：本件各洪水調整池周辺の降雨の状況（略） 5 

 

 


